






































































































































地方道路譲与税 3，608 2，635 2，962
石油ガス譲与税 157 153 142
自動車重量譲与税 2，203 2，612 2，836
計 5，968 5，400 5，940
国庫支出金
揮発油税（直入分） 5，011 5，976 6，934
揮発油税（その他） 281 4，422 2，825
石　油　ガ　ス　税 3 36 19
自動車重量税 99 1，486 926
計 5，394 11，921 10，704






























































































































平　　均 最大／最小倍率 標準偏差 変動係数
地方譲与税
受益 0．47万円 4．0倍 0．15万円 32．5％
負担 0．47万円 1．7倍 0．06万円 13．0％
国庫支出金
受益 0．85万円 60．7倍 0．80万円 94．5％
負担 0．85万円 1．6倍 0．12万円 13．7％
合　　計
受益 1．32万円 17．6倍 0，87万円 65．8％
負担 1．32万円 1．6倍 0．17万円 13．2％
（注）　　最大／最小倍率とは、最高数値の都道府県と最低数値の都道府県の規模を比較したもの
　　　都道府県分＋市町村分
一60一
地方道路事業における移転特定財源の受益と負担
第3章　都道府県別純受益額と受益・負担乖離の原因
（1）純受益
　受益と負担の推計結果では、各都道府県において、道路特定財源に必要
な受益者負担原則が確認できない（図表4）。2000年度の一人あたり純受
益額は、大都市圏で地方譲与税分▲0．11万円、国庫支出金分▲0．49万円、
合計▲0．60万円となっている。一方、地方圏の純受益額をみると地方譲与
税分で0．10万円、国庫支出金分が0．49万円、合計0．58万円である。都道府
県別にみると、もっとも純受益額が大きいのは沖縄県の4．09万円で、これ
に島根県の2．03万円、高知県の1．32万円が続く。一方、純負担額の最大は
千葉県の▲0．92万円で、東京都の▲0．83万円、愛知県の▲0．82万円が続い
ている。
　地方譲与税分の受益に対する負担の割合をみると、最低の岩手県の54％
をはじめ地方圏の平均が84％である。一方、大都市圏では166％の東京都
を筆頭に平均133％にのぼる。国庫支出金分については、地方圏が64％、
大都市圏が246％と格差は広がる。最低の沖縄県16％から東京都915％まで、
大きな差が確認できる。地方譲与税分と国庫支出金分の合計では、地方圏
の70％に対して、大都市圏が190％となる。大都市圏と地方圏における純
受益額の格差の原因は、受益が地方圏で多い一方、負担は両者にほとんど
差が無いことにある。
　受益に対する負担の割合（負担・受益比率）について、財政力との関係
を検証してみよう。道路特定財源（地方移転分）について、各都道府県の
負担・受益比率を従属変数に、合成財政力指数を説明変数にして回帰分析
を行なう。回帰分析の結果は次の通りである。
　　」7z（C／B）＝2．429十1．419Z，z（1）
　　　　　　（0．039）（0．104）
　　C／B：都道府県別負担・受益比率、1：都道府県合成財政力指数
　　R2＝O．805、カッコ内は標準誤差
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この結果から、財政力が高くなるほど、受益に対する負担の割合が高くなっ
ていることがわかる。この要因が、受益側にあることは先にみた通りであ
る。負担については、財政力との相関関係は確認できない。一方、国庫支
出金分を中心として、受益面は財政力を補完する役割を果たしている。そ
の結果、財政力が高いほど、受益に対する負担が高まる結果につながって
いる。
　また、1990年代を通じて、受益と負担の乖離の拡大が確認できる（図表
5）。1990年度に地方圏と大都市圏の一人あたり純受益額の差は0．76万円
だったが、2000年度は1．19万円まで拡大している。受益に対する負担の割
合でも、1990年度は地方圏で73％、大都市圏で182％であり、2000年度ま
でに地方圏は3ポイント低下する一方、大都市圏では8ポイント上昇して
いる。
図表4　大都市圏と地方圏の一人当たり純受益額（2000年度）
　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：万円）
大都市圏 地　方　圏
受　　益 地方譲与税
0．34 0．60
国庫支出金 0．34 1．36
負　　担…地方譲与税
国庫支出金
0．45
0．83
0．50
0．87
純受益
地方譲与税 ▲0．11 0．10
国庫支出金 ▲0．49 0．49
合　　計 ▲0．60 0．58
（注）1　大都市圏は、東京、神奈川、埼玉、千葉、茨城、大阪、兵庫、京都、
　　奈良、愛知、三重であり、地方圏はその他道県。定義は『土地白書』
　　による
　2　都道府県分＋市町村分
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図表5　負担／受益の推移
??（
200
150
100
50
大都市圏
182
190
73 地方圏 70
　1990　91　　92　　93　　94　　95　　96　　97　　98　　99　2000（年度）
（注）1　大都市圏は、東京、神奈川、埼玉、千葉、茨城、大阪、兵庫、京都、奈良、愛知、
　　三重であり、地方圏はその他道県。定義はr土地白書』による
　　2　都道府県分＋市町村分
　　3　負担・受益ともに地方譲与税分と国庫支出分の合計
　0
（2）受益・負担乖離の原因
　受益と負担が乖離している原因を検討してみよう。まず、地方譲与税分
については、譲与基準という制度的要因があげられる。地方譲与税の各地
方公共団体への譲与基準は、すべて道路の延長と道路の面積が2分の1ず
っとなっている。地方道路譲与税と自動車重量譲与税は、人口や昼間人口
による補正がかかるものの、道路の利用ではなく存在が、譲与基準の基本
となっていることに変わりはない（9）。つまり、譲与基準そのものが、受益
者負担原則に沿わないものになっている。しかも、道路の存在が道路特定
財源である地方譲与税の譲与基準ということは、道路が道路財源をもたら
し、それによって整備された道路がさらなる道路財源をもたらすことにな
る。このことは、各都道府県の受益と負担の乖離が、拡大傾向にあること
と合致する。
　国庫支出金分については、財源が受益者負担原則を求められる道路特定
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財源であるにもかかわらず、配分を他の公共事業と同様の地域構成にして
いることが原因である。2000年度分について、都道府県別にみた道路特定
財源による国庫支出金と、それ以外の国庫支出金（負担金等は除く）で相
関係数を計ると、0．672と両者に強い相関関係が確認される（10）。つまり、
一人あたり金額でみて、地方圏あるいは財政力の低い道県に多く配分され
ている。
　また、国庫支出金の配分は、結果的に地方譲与税の譲与につながってい
る点も重要である。国庫支出金が地方圏に多く配分されて地方圏の道路整
備が進めば地方譲与税の譲与基準である道路延長や道路面積が拡大する。
その結果、地方譲与税が地方圏あるいは財政力の低い道県に多く譲与され
ることになる。
　こうしてみると、道路特定財源（地方移転分）は、受益者負担原則より
も、高速自動車道路建設で用いられている料金プール制に近いことがわか
る。高速自動車道路建設の料金プール制は、新規路線建設の費用に、東名
高速道路をはじめとする収益の高い路線の料金収入の一部を充当する手法
である。道路特定財源（地方移転分）では、大都市圏の自動車利用者等が、
実質的に地方圏の地方主体道路事業の財源を一定程度負担する形になって
いる。
第4章　地方交付税との関係
　このほか、地方主体道路事業に用いられている移転財源として、地方交
付税がある。もちろん、地方交付税は一般財源であり、受益者負担原則が
求められる財源ではない。また、受益や負担を推計した結果、地方圏の純
受益が大きくても、財源の均衡化と保証という地方交付税の目的から鑑み
て、財政力の低い地方公共団体の多い地方圏が純受益なのは当然であろ
う（11）。
　むしろ重要なポイントは、地方譲与税等との関係にある。因果関係とし
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ては、道路特定財源（地方移転分）が、地方交付税に影響を与えている。
各地方公共団体に譲与された地方譲与税は、普通交付税算定の際、翌年度
の基準財政収入額に全額が算入される。先にみた通り、地方譲与税は受益
者負担分を大きく超えて地方圏に多く配分されている。そのため、地方圏
の基準財政収入額は、その分かさ上げされていることになる。
　一方、基準財政需要額もかさ上げされている。基準財政需要額における
道路橋りょう費の測定単位は、経常経費と投資的経費ともに道路延長・道
路面積である。地方譲与税が厚く配分され、地方道路事業が多くなれば
必然的に基準財政需要額も増大する。
　こうした基準財政収入額と基準財政需要額への影響を、厳密に計測し比
較することは困難である。ただし、少なくとも基準財政収入額の増加は、
基準財政需要額の増加より大きいということはいえるだろう。その結果、
地方圏の財政力の低い地方公共団体にとって、道路特定財源がかさ上げさ
れる一方、一般財源である普通交付税は抑制されていることになる。結果
として、地方圏の財政力の低い地方公共団体では、歳出に占める道路事業
のウェイトが高くなりがちである。
第5章　政策的帰結
　本稿の推計結果から、道路特定財源（地方移転分）の課税根拠は薄弱に
なっていることが明らかとなった。「密接な対応関係」としての受益者負
担原則は必ずしも機能しておらず、道路整備の必要性だけで道路特定財源
（地方移転分）の課税の合意形成を図るのは困難と思われる。
　そこで考えられる方策として、次の3点があげられる。第1に、受益者
負担原則を徹底させるために、地方譲与税の譲与基準を消費統計に基づい
たものにすることである。もちろん、国庫支出金分についても、消費統計
を意識した配分にする。しかし、現在道路整備の必要性が問われている状
況であることは、十分勘酌する必要があろう。
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　第2は、道路整備長期計画と連動して租税特別措置法などで設定されて
いる暫定税率分を解消し、税率を各種税法で規定している本則分のみとし
たうえで、残りを一般財源化することである。この場合、揮発油税は現在
の1リットル48．6円が24．3円に、自動車重量税及び自動車重量譲与税は、
現在の0．5トンあたり年6300円が2500円に（自家用乗用車の場合）、地方道
路譲与税で1リットル5．2円が4．4円にいずれも税率が引き下げられること
になる。課税の本来の趣旨からすると得られる帰結ではないか思うものの、
税収が一般会計歳入の5割程度を占めるにすぎない現在の財政状況を考慮
すると、選択しづらい方策である。
　第3の選択肢は、税収規模を維持したままで、全額または一部を一般財
源化することである。財政状況などを勘案すれば望ましい選択肢といえる
だろうが、そもそも道路特定財源として課税していることから考えると、
課税根拠を変更し同意を得る必要がある。その場合、森林面積を譲与基準
とする環境譲与税化などが一案であろう。このような方策を選択すると、
地方交付税と関連した問題についても、解決に向かうであろう。
注
（1）OECD，地≠ぎo％α」∠4cco％初s，OECD．
（2）予算総則で使途を特定している消費税は除く
（3）税制調査会（2000）『わが国税制の現状と課題』p．285
（4）税制調査会（2000）『わが国税制の現状と課題』p．278
（5）道路整備特別会計の歳入決算額のうち、地方道路整備臨時交付金を除く一般会
計受入金、前年度剰余金、雑収入の合計額に占める揮発油税（一般会計受入金分）、
石油ガス税、自動車重量税（国分の80％）の合計分の比率を用いた。地方道路整
備臨時交付金については、交付額を受益額としている
（6）行政投資国費負担額は、地域政策研究会編『行政投資』地方財務協会、による
（7）大都市圏と地方圏の区分は『土地白書』による。大都市圏は東京、神奈川、埼
玉、千葉、茨城、大阪、兵庫、京都、奈良、愛知、三重。地方圏は大都市圏以外
である
（8）ガソリン販売量のデータは、経済産業省産業政策局調査統計部rエネルギー生
産・需給統計年報』による消費者向け等販売数量、自動車保有台数は、国土交通
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省編『車種別自動車保有車両数月報』、人口は、地方財政調査研究会編『市町村
別決算状況調』地方財務協会、による
（9）この他の補正要件は、いずれも道路の存在に関するものである。地方道路譲与
税では道路の種類・形態・幅員、石油ガス譲与税は普通交付税算定の際の道路橋
　りょう費における補正率、自動車重量譲与税は道路の幅員が、補正の対象となっ
　ている
（10）道路特定財源による国庫支出金と比較したそれ以外の国庫支出金は、国庫支
　出金総額から道路特定財源分のほか、都道府県分で義務教育費負担金、生活保護
　費負担金、児童保護費負担金、結核医療費負担金、精神衛生費負担金、老人保護
費負担金、電源立地促進対策等交付金、石油貯蔵施設立地対策等交付金、市町村
分で生活保護費負担金、児童保護費負担金、結核医療費負担金、老人保護費負担
金、産炭地域復興臨時交付金、特定防衛施設周辺設備調整交付金、電源立地促進
対策等交付金を控除したものである
（11）2000年度の地方主体道路事業に用いられた地方交付税の都道府県別純受益額
　を推計した結果、地方圏の0．59万円に対して、大都市圏では▲0．59万円であった。
受益額に対する負担額の比率は、地方圏が40％の一方、大都市圏では606％にの
ぼる。なお、都道府県別受益額については、各県土木費（道路）の財源内訳の一
般財源等に、地方交付税が県別歳入の一般財源に占める比率を乗じて算出した・
そして、都道府県別受益額を集計した総額を負担額の総額とした。一方、都道府
県別負担額は、負担総額を以下の基準で按分配分して求めた。地方交付税の財源
　である国税5税のうち、所得税と法人税は税務統計から、消費税、酒税そしてた
ばこ税は消費統計から、それぞれ都道府県別のデータに基づき、各都道府県別の
構成比を算出した。そしてその構成比に、各税目に割り振った負担総額を乗じて、
都道府県別負担額を導出した
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